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ホルムズ海峡は原油・液化天然ガス（LNG）の世界供給量のそれぞれ約2割が通過する重要な海路で
あり、その事実上の閉鎖に対し中東依存度の高い国々は代替の調達に奔走している。この混乱が各
国にエネルギー安全保障の重要性を再認識させることは確実で、石油・ガスでは調達の分散が進む
とともに、石炭も短期的な活用に留まらず、安全保障の文脈から位置づけが再考される可能性があ
る。一方、石油・ガスの価格高止まりが続けば再生可能エネルギーなど一部の脱炭素分野は相対的
に優位性が増す。脱炭素ビジネスには加速と後退という二面的な影響が生じそうだ。
１．エネルギー安全保障の再認識
供給混乱は上流にとどまらず、航空・船舶燃料、液化石油ガス（LPG）、ナフサなど広範な派生品
へ波及している。軍事衝突以降、航空・船舶燃料は2倍以上に高騰し、アジアを中心に燃料不足の懸
念が急激に高まっている。原油輸入の9割超を中東に依存するフィリピンは「エネルギー非常事態」
を宣言した。また、LPG輸入の9割超を中東に頼るインドでも家庭向けを優先した供給制限が講じら
れ、「過去数十年で最悪のLPG危機」と報じられている。
一連の供給不安は、海峡の実質的閉鎖と周辺インフラへの物理的攻撃に起因する。IEAによれば、ペ
ルシャ湾岸にあるエネルギー関連施設のうち40カ所以上が深刻な被害を受け、今回の危機は過去の
石油危機やウクライナ侵攻を凌ぐ影響があるという。仮に封鎖が解けても、インフラの復旧や地政
学リスク低減には⾧期間を要し、エネルギー安全保障は中⾧期にわたり各国の重要課題となろう。
２．脱炭素に対する二面的な影響
脱炭素への影響は二面的だ。今回の危機を受け、化石燃料からの脱却が進む側面と、逆に化石燃料
の安定的な確保がより重視される側面が顕在化する。
化石燃料の安定供給:短期的には、脱炭素に逆行する面があっても当座の危機を凌ぐために石炭の
活用を余儀なくされそうだ。日本や韓国は石炭火力の稼働率引き上げを予定している。今回の危機
は移行期に化石燃料の供給が途絶するリスクを露呈させた。脱炭素の旗を降ろさないまでも、化石
燃料からの即座の脱却は困難であり、各国は中東以外からの原油・ガス調達を強化し、石炭活用の
再考など供給の安定性を高める努力をするだろう。仮に化石燃料価格が中⾧期的に高止まりすれば、
石油・ガス分野への新規投資意欲が高まる可能性がある。
脱炭素分野への追い風:一方、化石燃料からの脱却として期待されるのは再生可能エネルギーと原
子力だろう。原子力は再稼働や新増設の必要性が改めて議論されそうだ。その他にも化石燃料と同
等のコスト競争力（コストパリティ）を持つ脱炭素ビジネスは普及が加速するとみられる。電気自
動車（EV）、蓄電池といった領域が想定される。実際、インドネシアは現下の危機を「警鐘」と位
置づけ、全車両の電動化推進や太陽光発電の拡大目標を打ち出した。
化石燃料価格が中⾧期的に高止まりする想定の下では、これまでコストパリティ到達が遠かったグ
リーン水素・アンモニア、SAF、ケミカルリサイクルなどにも追い風が生まれる。足元では進行中
の多くのプロジェクトが本格稼働へ移行しており、スケールメリットや技術習熟による自律的なコ
スト低減が見込まれる。これらが相まってコストパリティが実現すれば、普及は進むだろう。
1.5℃目標の達成が極めて困難な情勢となる中、脱炭素化が人類共通の急務であることに変わりはな
い。しかし、その移行の道筋はエネルギー安全保障の下で組み替えられる。脱炭素ビジネスでも、
今後は進展する領域と停滞する領域の選別が鮮明になろう。普及の鍵はコストパリティにあり、紛
争終結後の化石燃料価格が⾧期的にどの水準で均衡するかは重要なポイントとなる。
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イラン情勢による電力、燃料への影響
輸入における中東比率（24年）一次

エネルギー* ナフサLPG天然ガス原油
中東原油への依存度は高いが、豊富な備蓄を活用して製油
所の稼働率を維持する方針。61%4%11%95%21%日本

中東原油の依存度が高く、製油所の稼働削減。石炭火力の
出力制限撤廃・原子力活用も議論。60%5%30%72%33%韓国

国内供給を優先するため、政府指示により石油製品（航空
燃料など）の輸出規制を実施。34%41%17%44%7%中国

LNG高騰、LPG供給不足などに直面。米国の制裁免除措置を
受けてロシア産原油の輸入を拡大。49%99%57%46%13%インド

（出所）J.P. MORGAN, UN Comtradeから丸紅経済研究所作成

▽化石燃料の中東依存度と足元の影響

※一次エネルギー消費量のうち、ホルムズ海峡経由の石油・ガスが占める割合（25年）
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